
別紙様式第１－４号別添１ (H30当初)

30 桜井市 新屋敷 　地区及び経営体の成果目標のうち「経営面積の拡大」については達成している。令和４年度には生産規模を拡大し、水稲および小麦の作付けを拡大したが、「付加価値額の拡大」は目標を大きく下回る結果となった。ただし、小麦にかかる収入増加分については令和５年度に計上されるため、令和５年度実績はさらに改善する見込みである。　県は事業実施主体や農地中間管理機構と連携し、中部農林振興事務所が主体となり経営面積の確保や米麦の栽培技術指導及び税理士等の派遣により経営計画の見直しによる経営の効率化を実施しており、引き続き目標達成に向けた支援を行う。
30 田原本町 西代 　地区及び経営体の成果目標のうち「経営面積の拡大」については達成している。　「付加価値額の拡大」は未達であり、目標を大きく下回っている。この原因は、資材・燃料費の高騰であると事業実施主体は分析しており、この影響を除くと付加価値額は事業実施後で最高額となった。　県は、事業実施主体と連携し、中部農林振興事務所が主体となり、経営指導に関する情報提供等による目標達成に向けた支援を行ってきたが、引き続き、経営改善に向けた技術指導と売上増のための販路拡大の情報提供等を行っていく。（注）１　２　３ 　目標年度を超えて継続して評価を実施する場合も、同様とする。
　都道府県知事は、本様式を地方農政局長へ報告する際、事業実施主体から提出された報告書に添付するものとする。　成果目標が未達成であり、事業実施主体に対して指導を行った地区の場合は、所見(評価)と合わせて指導内容を記入し、成果目標が達成されている地区の場合は「―」を記入する。　なお、目標年度において成果目標が達成されていない場合は、事業実施主体に対する指導内容等の記載を必須とする。
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